
平成21年6月26日

大阪市中央区備後町二丁目２番１号
株式会社りそなホールディングス

代表執行役社長 檜垣 誠司

（単位：百万円）

科       目 金     額 科       目 金     額

（ 資     産     の     部 ） （ 負     債     の     部 ）

流動資産 851,231 流動負債 113,771

現金及び預金 501 110,000

有価証券 745,100 未払金 257

前払費用 1 未払費用 653

繰延税金資産 34,743 未払法人税等 21

未収収益 35 未払消費税等 45

未収入金 34,747 賞与引当金 327

未収還付法人税等 36,101 その他 2,465

固定資産 1,177,127 固定負債 110,000

有形固定資産 7 社債 110,000

工具、器具及び備品（純額） 7 負 債 合 計 223,771

無形固定資産 49 （ 純   資   産   の   部 ）

商標権 42 株主資本 1,804,588

ソフトウエア 7 資本金 327,201

投資その他の資産 1,177,070 資本剰余金 596,700

関係会社株式 1,108,147 資本準備金 327,201

関係会社長期貸付金 70,000 その他資本剰余金 269,498

その他 5 利益剰余金 967,482

投資損失引当金 △ 1,082 その他利益剰余金 967,482

繰越利益剰余金 967,482

自己株式 △ 86,795

純 資 産 合 計 1,804,588

資 産 合 計 2,028,359 負債・純資産合計 2,028,359

第 ８ 期　  決  算  公  告

1年内償還予定の社債

 貸 借 対 照 表（平成21年3月31日現在）



平成20年 4月 1日から

平成21年 3月31日まで

（単位：百万円）

金           額

営業収益 185,577 

178,463 

5,665 

1,448 
営業費用 8,455 

借入金利息 935 
社債利息 2,663 
社債発行費 121 
販売費及び一般管理費 4,734 

177,122 
営業外収益 2,259 

有価証券利息 1,989 
受取手数料 133 
その他 137 

営業外費用 33 
自己株式取得費用 33 
その他 0 

経常利益 179,348 
特別損失 4,311 

関係会社株式評価損 3,119 
投資損失引当金繰入額 1,082 
過年度損益修正損 108 
固定資産除却損 0 

税引前当期純利益 175,037 
法人税、住民税及び事業税 △ 34,492 
過年度法人税等 4,213 
法人税等調整額 31,210 
法人税等合計 932 
当期純利益 174,105 

営業利益

  損 益 計 算 書

関係会社貸付金利息

科        目

関係会社受取配当金

関係会社受入手数料



 

 

＜重要な会計方針＞ 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券：移動平均法による償却原価法により行っております。 

(2) 子会社株式：移動平均法による原価法により行っております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、耐用年数は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品：2年～20 年 

(2) 無形固定資産 

商標権：定額法を採用し、10 年で償却しております。 

ソフトウエア：自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づ

く定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 投資損失引当金は、子会社への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し

て必要と認められる額を計上しております。 

(2) 賞与引当金は、従業員への業績インセンティブ給与の支払いに備えるため、従業員に対する業績

インセンティブ給与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費は支出時に一括費用処理しております。 

５．リース取引の会計処理 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 4 月 1 日前に開始

する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

７．連結納税制度の適用 

当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。 

 

＜会計処理の変更＞ 

１．リース取引に関する会計基準 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、｢リース取引に関する会計基準｣（企業会計基準第 13 号平成 19 年 3月 30

日）及び｢リース取引に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第 16 号同前）が平成

20 年 4月 1日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当事業年度から同会

計基準及び適用指針を適用しております。なお、これによる財務諸表への影響はありません。 

 

＜貸借対照表に関する注記＞ 

１．記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 41 百万円 

３．関係会社に対する短期金銭債権 780,385 百万円 

関係会社に対する長期金銭債権 70,000 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 257 百万円 



 

４．関係会社長期貸付金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付

貸付金であります。 

 

＜損益計算書に関する注記＞ 

１．記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．関係会社との取引高 

営業収益 185,577 百万円 

営業費用 202 百万円 

営業取引以外の取引高 1,990 百万円 

 

＜税効果会計に関する注記＞ 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

関係会社株式償却否認額 791,865 百万円 

税務上の繰越欠損金 240,521 百万円 

 その他 141 百万円 

繰延税金資産小計 1,032,528 百万円 

 評価性引当額 △997,785 百万円 

繰延税金資産の純額 34,743 百万円 



 

＜リースにより使用する固定資産に関する注記＞ 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末残高相当額 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 年度末残高相当額 

有形固定資産 13 百万円 12 百万円 1 百万円 

２．未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 1 百万円 

１年超 0 百万円 

合  計 1 百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 2 百万円 

減価償却費相当額 2 百万円 

支払利息相当額 0 百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各事業年度への配分方法

については、利息法によっております。 

 

＜関連当事者との取引に関する注記＞ 

１．子会社等 

属 性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有(被所有)

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

譲渡性預金

の預入 
869,861 有価証券 745,100 

子会社 
株式会社 

りそな銀行 

直接 

100.0 ％ 

経営管理 

預金取引 

関係 
有価証券 

利息 
1,989 未収収益 30 

資金の貸付 － 
関係会社 

長期貸付金 
45,000 

子会社 
株式会社 

埼玉りそな銀行 

直接 

100.0 ％ 

経営管理 

金銭貸借 

関係 貸付金利息 939 未収収益 4 

資金の貸付 － 
関係会社 

長期貸付金 
25,000 

子会社 
株式会社 

近畿大阪銀行 

直接 

100.0 ％ 

経営管理 

金銭貸借 

関係 貸付金利息 509 未収収益 1 

(注) 1．譲渡性預金の預入の取引金額は当事業年度中の平均残高を記載しております。 

2．譲渡性預金については、主として期間 1 ヶ月の取引であり、利率は、取引期間に応じ、市場の

実勢相場に基づき合理的に決定しております。 

3．貸付金は、劣後特約付貸付金であり、利率は、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しており

ます。 



 

２. 兄弟会社等 

属 性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有(被所有)

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

借入金の 

返済 
45,000 長期借入金 － 

借入金利息 935 未払費用 － 
主要株主 

の子会社 

株式会社 

整理回収機構 
－ 

金銭貸借 

関係 

自己株式の

取得 
180,435 － － 

(注) 1．借入金は、劣後特約付借入金であり、利率は、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しており

ます。 

2．自己株式の取得金額は、当事者間の合意によるものであります。 

 

＜１株当たり情報に関する注記＞ 

１株当たり純資産額 △530 円 04 銭 

１株当たり当期純利益金額 120 円 97 銭 

 




